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野菜の転作と

その実施の状況について

<はじめに〉

昭和46年度がら本格的に実施された米の生産調整対策

は，既に10年を;経過した。この対策は，初期の段階にお

いては米の大幅な過剰在庫を解消するため，緊急避難的

な対応とじて，休耕についても対象として実施された

が，、49年度以降は，転作を主体に推進されている。

とくに， 53年度以降vi，.水田利用再編対策となり，単

に稲の作付けを減らすという対策ではなし長期的な視

点に立って，稲から他作物への転換を計画的に推進しつ

つ，高い生産性を有する農業経営の展開を図り，需要の

動向に安定的に対応し得るi 農業生産構造の確立を期す

ることを目的として実施されている。水田利用再編対策

は，概ね10年間の事業とし，これを数期に分:耽て実施さ

れており， 56年度からはこの第 2期に入っている。

稲作からの転作を契機として，各地に野菜産地が新た

に形成された。一方，転作目標面積の増大等に伴い，比

較的栽培し易い野菜への転作面積が増加しており，野菜

全体の需給への影響が懸念され，需給の動向等にとくに

留意した適切な転作の推進が必要となっている。

く野菜の需給動向〉

野菜は，消費者の食料支出のなかで，米?魚介類，同

類に次いで重要な部分を占めており，消費の周年化，多

様化とともに，はくさい，だいこん等の重量野菜の後退

と，洋菜類等の生食化の傾向が強まっている。これらの

ことから国民 1人当たりの消費量は，ここ数年110kg台

〈年間，純食料〉で推移しており，先進国の例等からみ

て，ほぼ上限に達しているものとみられている。

野菜は生活必需品であり，品目の代替性は若干あるも

のの，一般に消費量は極めて硬直的であり，他の食料品

に比べて価格弾性値が極めて低い。また，貯蔵性も低い

ため，供給量の変動が表われると，価格が大きく変動す

ることとなり，計画的，安定的な供給による価格の安定

農林水産省食品流通局
野菜振興課

上水流 忠

が，消費者からも生産者からも強く要請されている。

一方，生産の動向をみると，作付面積は， 41年の67万

4千ha(食料需給表ベース〉をピークに3 都市化の進展

や農家の兼業化等により自家用野菜栽培の減少等によっ

て，漸次減少傾向となっていたが， 45年， 46年には，米

の生産調整の開始又は，本格的実施に伴う転作野菜の作

付け等により増加した。

その後，再び減少していたが， 51年の59万6千haを下

限として， 52年及び転作目標面積が大幅に増大した53年

には3 作付け面積が増加に転じ，その後は，横ばい傾向

とみられる。

また，平均単収は，施設栽培の進展，集団産地の育成

整備と栽培管理技術の向上，優良品種の育成などから，

40年以降すう勢的に年平均 2%程度上昇している。従っ

て，野菜は作付面積の減少分を，単収の向上でカバーし

ていたといえるが，近年においては，作付面積が増加又

は横ばいの傾向となっているため供給面で、の増加要因が

強くなりつつあり，需要量に応じた適正な作付けと安定

的な生産の推進が特に必要となっている。(図1， 2) 

なお， 55年11月に決定された昭和65年度の需要と生産

の長期見通しにおいても， 1人当たりの需要は横ばい
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ー の暴落が見られた。 47年度から50年

40年 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 度までは，転作野菜の面積は減少し

(速報〉 たものの，総転作に占める割合は20

~25%を占め，飼料作物とともに，転作作物の主要な作

物であった。

51年度以降は，野菜の転作面積も 3 目標面積全体の増

加に伴なって毎年増加しているものの，麦・大豆，飼料

作物等のいわゆる特定作物の伸びが上回り， 56年度は，

第 1位が飼料作物で転作面積の29%(17万2千ha)を占

め，次いで麦19%(11万 1千ha)と野菜を上回り，野菜は

3位で18%(前年19%)とシェアーは低くなりつつある。

しかし，野菜転作面積は10万 7千haと，ついに10万ha

台を超え，全作付面積に対する転作野菜のシェアーも51

年以降毎年増加し， 55年度では15%となり，野菜全体の

生産への影響は益々高くなっている。(表 1) 

く転作野菜の種類〉

野菜転作面積を種類別にみると， 46年度は第 1位がさ

と

図-1 全野菜の作付面積・ 10アール当たり収量・収穫量の推移
(食料需給者ベース・ 37品目)
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図-2 全野菜の 1人当たり年間消費量の推移
(食料需給表ベース・ 37品目・純食料)
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。

で，総需要量は人口の伸びの分のみとみられており，平

均単収の伸びが人口の伸びを上回るため，作付面積はわ

ずかに減少するものと見込まれている。

このようなことから，昭和55年度から，特に供給の安

定化が必要な重要野菜(キャベツ，秋冬はくさい，秋冬

だいこん，たまねぎ〉を対象に，生産出荷団体が主体と

なって，需要見通しに応じて計画的な作付けを推進し，

出荷に至る過程を通じ有効に需給調整を行う，重要野菜

需給調整特別事業を行うとともに， 56年度から野菜の作

柄安定化のための総合特別事業を実施している。

従って，野菜への転作についても，水田利用再編対策

として目標面積が大幅に増加した53年度以降は，これら

の情勢等をふまえて，地域的・時期的需給動向に即した

適正な作付けが行われることを基本として，関係者に対

片品ら

ザー 昭和56年12月1日

し指導を行っている。

また，水田利用再編第 2期対策の

(%) 奨励補助金については，基本額の引

き下げと団地化加算，地域振興作物140 

110 

加算の新設等が行われたが，野菜に

ついては3 需給事情等を考慮し，一

般作物より更に引き下げが行われ，

最も低い奨励補助金とされるととも

に，地域振興作物としても，特に需

給上問題を生ずる恐れの強い野菜は

対象外とするほか，対象とする場合

は，今後需給上問題を生じないよう

慎重な対応指導を条件として認める

こととしている。

く野菜転作の動向〉

100 

転作等の実施面積の動向は，図-

3のとおり，目標面積の変動により

実施面積の増減があるが， 46， 51， 

52年度を除くと，目標面積を10%~

20%上回って実施されており， 56年

度においては， 目標面積の63万 1千

haに対し，実施面積は66万 7千haで

106%の達成率で，前年度を 8万 3千
(%) 
120 ha上回る見込みとなっている。

110 野菜の転作面積は， 46年度は転作

の30%を占める 7万 3千haで，第 1

100 位，次いで飼料作物 5万 8千haであ

90 った。この転作の増加により，さと

いもを中心に生産過剰となり，価格

90 
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図-3 転作等実施面積・目標達成率の推移といもで13%，次いですいか10%，きゅうり 9%，なす

8%， トマト 7%，キャベツ 5%となっており，この上

位 6品目で52%と半分以上を占めていたが， 56年度見込

みでは， 1位はなすで10%，次いできといも 8%，きゅ

うり 7%，いちご 7%， トマト 7%，すいか 6%と，こ

の 6品目で45%を占めている。

46年と56年で比較すると，転作野菜全体の伸びは1.4

倍となっているが，伸び率の最も高いのは，たまねぎの

5.4倍，次いで，ほうれんそう 2.9倍，いちご 2.7倍，ね

ぎ2.6倍，なす1.8倍等となっており，はくさい，さとい

も，キャベツ，だいこんは減少している。

なお3 野菜転作面積が46年度以降最も少なかった50年

度又は51年度以降についてみると，主要16品目のうち 9

品目は毎年漸次増加しており，途中増減のみられるのは

すいか，さといも，かぼち引はくさい，だいこん，に

んじんの 7品目となっている。このほか，食用かんしょ

も毎年増加している。(表 2)

野菜の種類別に全作付面積に占める転作野菜の作付割

合，つまり転作野菜依存率を， 56年度見込み面積につい

と 叶斗
4
8
1
 

学 第三種郵便物認可 ( 3) 

J~;/-~:ω] 
I'~._.V 寸;j

667 

600 

r
一、i
 ヨR5∞ 
1臼

幻
，
4
 

9
 

L
b
 

ート

∞
 

4
 

前

200 

資料・・農蚕園芸局「実絞調査結果表J (46， 48， 50~55年度〉
「水田利用再編対策の実施状況J (56年二9月現在)てみると，最も高いのは，れんこん70%，いちご61%，

表-1 野菜への転作の推移
F 言明'

米の生産調整 うち転作而積 ③ 総転作に占める 野菜作に占める 対前年 ~b;g i成
年度

合計① 野菜② 野菜作面積 野菜(②転作/の①割合) 転作(②野菜/の③割合) 
I野百菜平作貨増言減十実施面積 転作野菜 畑作野菜

44(参考) 5，053ha 5，053ha 1，860ha 676，300ha 36.8% 0.3% ha ha ha 
45(参考) 337，113 75，384 28，944 683，200 38.4 4.2 27，084 ム20，184 6，900 

46 540，660 247，021 73，315 689，400 29.7 10.6 44，371 ム38，171 6.200 

47 566，172 275，256 66，211 676，100 24.1 9.8 ム 7，104 ム 6，196 ム13.300

48 561，880 287，780 61，840 651，700 21.5 9.5 ム 4，371 ム20，029 ム24.400

49 312，660 282，933 56，622 641，600 20.0 8.8 ム 5，218 ム 4，882 ム10.100

50 264，439 247，481 54，863 631，700 22.2 8.7 ム 1，759 ム 8，141 ム 9.900

51 194，445 176，490 61，777 626，300 35.0 9.9 6，914 ム12，314 ム 5.400

52 211，737 192，306 64，332 630，200 33.5 10.2 2，555 1，345 3.900 

53 437，516 386，234 79，931 640，600 20.7 12.5 15，599 ど::，. 5，199 10.400 

54 471，427 415，465 86，782 635，500 20.9 13.7 6，851 ム11，951 ム 5.100

55 583，952 515，420 99，299 644，000 19.3 15.4 12，517 ム 4，017 8.500 

56(見込み) 666，810 589，076 107，229 18.2 7，930 

資料:1)①及び②は「稲作転換対策実績調査結果表J (農林水産省農蚕園芸局農蚕企画室)による(土地改良通年施行分を除く〉。

2)①は「耕地及び作付面積統計J (農林水産省統計情報部)による。 (55年度は，速報値〉

3) 56年度(見込み)の①，①は「昭和56年度水田利用再編対策の実施見込J (56年9月現在) (農林水産省〉による。
注 : 1) 51年度以来の野菜への転作面積には， 50年度まで他に分類されていた食用ばれいしょ，食用かんしょ及びアスパラガスを含む。但し，ァ

スパラガスについては， 53年度以降は永年性作物に類別されているため，野菜には含まない。

2)米の生産調整実施面積のうち，転作面積以舛は，休耕 (48年度まで)，水田預託，土地改良通年施行等の面積である。

なす49%， トマト 37%，きゅうり 31%，さといも29%， の特徴がみれら北海道では麦，飼料作物，大豆が多く

かぼちゃ24%，すいか20%となっており，果菜類が全般

に高く，葉菜類及びだいこん，にんじん等の根菜は低

い。(表4)

く地域別の転作状況〉

地域別状況を56年度実施見込みついてみると，転作等

の構成~，それぞれの地域の農業の特性を反映した対応

これらで74%を占め，野菜は 7%となっている。東北で

は，飼料作物，大豆に次いで、野菜は12%，関東では，野

菜が第 1位で26%，次いで麦，飼料作物，北陸では麦，

飼料作物に次いで野菜18%，東海では野菜が第 1位で24

%，近畿，中国四国も野菜が第 1位でそれぞれ34%，28 

%となっており，九州では飼料作物，大豆に次いで野菜
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表-2 野菜の種類別転作面積の推移

(単位:ha， %) 

己〉二tf fI{Mn46年度 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56(見込み)
56/46 

Wi 柏崎成比 iili 柏 而積 而:fi't而梢 iiii 桔 面 fi't而積 而干i'tiiIi梢 而ifi't構成比

す し、 か 7，393 10.0 6，660 6，215 6，092 5，751 5，954 5，340 6，195 6，728 7，128 6，610 6.7 89 
きゅうり 6，626 9.0 6，243 5，459 5，121 5，144 5，332 5，503 6，207 6，732 7，388 7，890 8.0 119 
な す 5，998 8.2 5，470 5，101 4，602 4，711 5，118 5，342 7，800 8，413 9，847 10，800 10.9 180 
さといも 9，722 13.3 6，848 4，533 3，661 4，007 4，632 4，235 6，775 8，806 10，923 8，790 8.6 90 

て才 4，986 6.8 4，636 4，454 3，898 3，935 4，441 4，511 5，827 6，272 7，046 7，100 7.2 142 
し、 ち

」卒、、 2，779 3.8 4，034 4，338 3，758 3，866 4，687 5，386 6，273 6，6'16 7，053 7，560 7.6 272 
キャベツ 3，745 5.1 3，099 2，284 2，284 1，899 2，167 2，193 2，474 2，760 3，082 3，400 3.4 91 

かた ぼちゃ 2，472 3.4 1，727 2，039 2，343 1，963 1，566 1，952 2，037 1，773 2，743 3，730 3.8 151 
まねぎ 552 0.8 1，178 1，580 1，981 2，285 2; 252 2，523 2，873 2，965 2，793 2，980 3.0 540 

はくさい 1，894 2.6 1，726 1，376 1，287 1，029 1，220 1，232 1，179 1，091 1，255 1，180 1.2 62 
だいこん 1，603 2.2 1，384 1，118 1，223 1，170 1，588 1，692 1，313 1，473 1，646 1，580 1.6 99 
ね ぎ 1，153 1.6 1，162 1，015 1，130 1，178 1，382 1，484 2，065 2，331 2，513 3，040 3.1 264 
ピーマン 934 1.3 784 766 788 824 958 1，035 1，043 1，176 1，247 1，320 1.3 141 
レ タ ス 987 1.3 866 615 715 592 764 866 816 938 1，197 1，150 1.2 117 
にんじん 716 1.0 521 559 708 638 731 720 801 859 875 950 1.0 133 
ほうれんそう 347 0.5 502 402 388 332 423 535 716 739 830 1，000 1.0 288 
そ の 他 21，408 29.2 19，623 20，404 17，262 16，174 13，155 14，850 19，574 20，700 24，302 30，200 30.4 141 

①小 73，315 100.。(66，211) (61，840) (56，622) (54，863) 
56，370 59，399 73，968 80，432 91，868 99，280 100.0 135 66，463 62，256 57，241 55，498 

②③食食)jJかんしょ

づL2
1，875 1，891 2，615 2，669 2，952 3，180 

b !日ばれいしょ 2，087 41 2，652 3，049 4，003 3，532 3，042 3，348 3，681 4，479 5，470 262 

直世H(金ゆf0))75，402 04 64，908 l印，290 59，501 61，777 64，332 79，931 86，782 99，299 107，930 143 

資料:農休水産省「水田利用再編対策実償調査結果表J (初年度は，食品流通司謂ぺ， ( 56年9月現在見込み

注 :1)その[出，小計及び野菜合計にはアスパラガスを含む。但し， tlJ年度以降はアスパラガスを除く(永年性作物に区分された)。

2)①小計の(量)はアスパラガスを除く。

は15%となっている。%，北陸22%と， 3地域は全国平均を上回っており，関

野菜の種類についても，地域別に特徴がみられる。ま 東は11%で 最 も 低 い 。 更 に 野 菜 の 種 類 別 に み る と ， れ ん

た，地域別の全作付面積に占める転作野菜の作付割合を こんは当然のことながら全国的に高く，近畿のなす，す

みると，全国平均15%に対し，近畿カ;29%，中国四国26 いか，九州，中国四国，東海:のいちご等は 8割 "-'9割が

表-3 昭和 56年度の地域別転作実施状況 (56年9月見込み〕

へ
目標面積 実施見込み )1去作iliifi'l 野菜転作間積 主な野菜とその野作iliiH'1割合(%)

① @ ②/① @ ①/笹) ④ @/I母) 1 f立 2位 3位 4 f立 5 f，i: 6ui. hn % ha 宇品 ha % 

;Itiflf.i立 117 ，471 120，188 102 118，282 98 8，177 16.9 たま jJぎ(29)在tf?、~~~(23) かぼちゃ(8) にんじん(5) だいこん(3) キャベツ(2)

~~ :It 99，513 108，057 109 99，061 92 11，579 11.7 きゅう Jり(11)定点、~~(10) な す(9) トマト (8) かぼちゃ (7) いちご(5)

IMl ~I 117，061 123，017 105 99，713 81 25，953 26.0 きゅうり (9)な す(9) トマト(8) さといも(8) いちご(7) れんこん(6)
北陸 48，798 50，694 104 42，597 84 7，859 18.4 な す(20) お~，~~(11) さといも(10)れんこん(7) すいか(7) トマト (6)

~[. ifij: 36，360 38，455 107 29，874 78 7，015 23.5 さといも(14)いちご(13) な す(11) トマト (8) すいか(5) きゅうり (5)

近畿 46，210 49，300 107 40，413 82 13，632 33.7 な す(14)すいか(14) さといも(8) トマト (7) きゅうり (6) いちご(6)

11'国四国 76，660 82，513 108 71，146 86 19，796 27.8 さといも(10)な ず(10) すいか(9) きゅうり (8) いちご(7) ii弐':(6)
:JL ~H 89，161 94，586 107 87，990 93 13，218 15.0 いちご(12) さといも(11) なす(8) ). '7ト (8) きゅうり (8) れんこ川)l
全国 131，234 666，810 106 589，076 88 107，229 18.2 なす(10) さといも(8) きゅうり(7) いちご(7) トマト (7) すいか(6)

資料:①~@;ま，農蚕園芸局調べ，主な野菜とその '1去作面積割合は食品流通局調べ

表-4 主要野菜の作付面積に占める転作面積の割合 (56年9月見込み)
(単位:%)

卜¥(臨)
呆菜類i 業茎菜類 根菜類 (参考)

いちごなす トマトきゅうり州Iらや すいか ほうれ
れんこん さといも にんじん

食用食用
ね ぎたまねぎキャベツ レタス んそう

かんしょ l:fil，、しょ

北海道 12 23 10 12 12 16 14 7 29 9 11 11 12 3 
東北 13 40 28 29 24 42 13 6 5 10 12. 4 100 15 14 5 9 
関東 11 53 35 28 28 21 7 14 4 5 6 2 68 17 l 3 4 
北陸 22 42 62 39 20 42 20 14 16 12 10 7 93 50 3 9 26 
~~ i毎 14 79 43 40 29 23 13 8 3 6 2 9 40 32 2 8 6 
近畿 29 51 91 68 56 43 79 26 2 16 3 8 96 73 3 38 10 
rJ'i目凶作l 26 80 70 53 45 28 43 15 3 14 5 4 64 73 2 27 4 
-JL JH 14 87 50 57 30 11 11 12 1 7 8 6 86 19 5 2 
全 111 15 61 49 37 31 24 20 13 10 8 4 70 29 4 5 4 

資料:食品流通局調べ


